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研究要旨 

母乳は新生児にとって最適の栄養であり、日本でも推奨されているが、日本での健常新

生児の出生から退院までの栄養法の実態についてこれまで報告はなかった。また、出生後

に一時的に生理的体重減少が生じることが知られているが、その間の体重減少率をパー

センタイル曲線で表したものは、これまでわが国には存在しなかった。本研究では、厚生

労働省の2000年と2010年の乳幼児身体発育調査・病院調査結果を用いて、日本の病院に

おける健常新生児の出生から退院までの栄養法を明らかにして、10年間における栄養法

の変遷を示し、さらに2010年のデータを用いて日本人新生児生理的体重減少率曲線を初

めて作成した。 

Ａ．研究目的 

母乳は新生児にとって最適の栄養であり、

WHOは、生後 6か月間は完全母乳栄養が

推奨している。日本においても、母乳は推

奨されている。一方で、健常新生児の出生

から退院までの栄養法は病院の方針によ

り様々であり、日本での実態についての報

告や年代による変化についての報告はこ

れまで存在しない。また、出生後体重は生

理的に減少することが知られており、新生

児生理的体重減少率曲線は、完全母乳栄養

を進める上で、新生児の体重をどこまで許

容できるかという観点から有用なツール

と報告されている１-３)が、日本人の新生児

生理的体重減少率曲線は存在しない。 

 本研究の目的は、①最近の日本の病院に

おける健常新生児の出生から退院までの

栄養法を明らかにすること、②2000～

2010 年の日本の病院における健常新生児

の出生から退院までの栄養法の変化を明

らかにすること、③日本人新生児生理的体

重減少率曲線を作成することである。 

 

Ｂ．方法 

厚生労働省の 2000 年および 2010 年乳

幼児身体発育調査・病院調査結果の解析を

行った。2000年の調査は、全国 146の産

科を標榜し且つ病床を有する病院の中か

ら調査の協力が得られた 136 病院で出生

し，9月 1日から 30日の間に 1か月健診

を受けた児を対象として、出生後 5-10日

間の身体計測値、栄養法、関連する情報が

記載されている。2010年調査は、全国 146

の産科を標榜し且つ病床を有する病院で

出生し，9月 1日から 30日の間に 1か月

健診を受けた児を対象として、出生後 5-

10 日間の身体計測値、栄養法、関連する

情報が記載されている。乳幼児身体発育調

査・病院調査の特徴として、調査票に日齢

ごとに、栄養法の記載がある。そのため、

日齢ごとに母乳以外（人工乳または糖水）

を飲ませた（完全母乳栄養から外れた）人
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数と割合が分かるため、健常新生児の出生

から退院までの栄養法について、日本での

実態が明らかに出来ることに着目した。 

2000年の調査では、対象となった 4094

児から、37-42 週の児で、出生時体重が

2500g以上、新生児期に特記すべき所見が

なかった 3001児の中から、日齢 5までの

栄養方法の記載に結束値のある 897 児を

除いた 2104児を解析対象として、日齢ご

との完全母乳栄養、混合栄養の人数と割合

を算出した。2010 年の調査では対象とな

った 4774児から、37-42週の児で、出生

時体重が 2500g 以上、新生児期に特記す

べき所見がなかった3302児を解析対象と

して、日齢ごとの完全母乳栄養、混合栄養

の人数と割合を算出した。さらに、出生か

ら退院まで完全母乳栄養だった経膣分娩

児 701 児、帝王切開児 130 児のデータを

用いて、LMS 法により、新生児生理的体

重減少率曲線を作成した。 

 

Ｃ．結果 

①最近の日本の病院における健常新生児

の出生から退院までの栄養法 

最も新しい2010年調査を用いて検討し

た。表 1 に日齢 0 における栄養方法を示

す。出生当日に、体重減少に関係なく

39.2%の児がすでに完全母乳栄養では無

くなっていた。 

 表 2に各日齢における栄養方法を示す。

日齢 1 で混合栄養になる児の平均体重減

少率は－3.8%だが、すでに全体の 64.8%

が日齢 1 までに混合栄養になっていた。

また、日齢 3，4に混合栄養になる児の体

重減少率は平均－8.5%でプラトーになっ

ていた。 

 表 3 に各日齢における栄養方法を経膣

分娩と帝王分娩に分けて示す。帝王切開の

児の方が、各日齢での体重減少率の平均が

大きく、標準偏差もやや大きいことが示さ

れた。さらに、日齢 1まで混合栄養になっ

ている割合は、経膣分娩が 63.2%に対して

帝王切開では 70.8%と帝王切開の方が大

きいことも判明した。 

 退院時まで、完全母乳栄養になる因子に

ついて、ロジスティック回帰分析を行った

（表 4）。すると、最もオッズ比が高かっ

たのは施設差で、200倍以上であった。施

設の方針の影響が完全母乳栄養に大きく

影響していることが示唆された。さらに、

経産かどうか、経膣か帝切かどうか、日齢

3の体重減少率が有意に関連していた。出

生後、完全母乳栄養を継続する基準として

病院の方針により決定可能な体重減少率

は臨床上重要であると考えられた。 

②2000～2010 年の日本の病院における

健常新生児の出生から退院までの栄養法

の変化 

表 5に 2000年調査における各日齢にお

ける栄養法を示す。2000 年調査では、出

生当日に、体重減少に関係なく 59.7%の児

がすでに完全母乳栄養では無くなってい

た。日齢 1 で混合栄養になる児の平均体

重減少率は－3.5%だが、すでに全体の

92.7%が日齢 1 までに混合栄養になって

いた。日齢 2,3,4に混合栄養になる児の体

重減少率は－7%～－8.1%であった。 

 図 1に 2000年と 2010年度の完全母乳

栄養の割合の比較の図を示す。2000 年と

2010 年で明らかな差が認められたが、日

齢による減少率よりも、生まれた当日の完

全母乳栄養の割合の違いが 2 つの年代の

違いに大きく影響していると考えられた。 

 表 6に日齢 0での栄養について 2000年

と2010年調査の比較を示す。出生当日に、

2000年では糖水を飲ませる割合が 24.7%
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高いのに対して、出生当日の完全母乳栄養

の割合は、2000 年が 20.5%低いことが判

明した。 

③日本人新生児生理的体重減少率曲線を

作成 

 図 2 に日本人新生児生理的体重減少率

曲線を示す。なお、生データにおいて体重

減少率が-10%を下回っていたのは、経膣

分娩で 7.3%、帝王切開で 11.5%であった。 

 

Ｄ．考察 

最も新しい調査である2010年において、

日齢 1 までに混合栄養になる児の割合は

64.8％であること、退院時に完全母乳栄養

であるかどうかは施設間で 200 倍以上の

差があることから、日本では新生児に糖水

や人工乳を与えるのは病院の方針の影響

が大きいことが示唆された。一方で、体重

減少率は、退院時の完全母乳栄養に統計学

的に有意に関連したことや、混合栄養にな

る児の体重減少率が、―8.6％でプラトー

に達することから、新生児生理的体重減量

率を目安に新生児に糖水や人工乳を与え

ている施設が多いことが示唆された。 

2000 年と 2010 年の栄養法の違いにつ

いての検討から、日本の病院における健常

新生児の出生から退院までの栄養法の年

代差が明らかになった。その違いの一番大

きな要因は出生当日に糖水を飲ませる割

合の変化であり、2000 年～2010 年の 10

年間で出生当日に糖水を与える病院が約

25%減少していた。この原因について乳幼

児身体発育調査・病院調査結果を用いて検

討することは困難であるが、近年完全母乳

栄養が推奨されるようになってきたこと

を考えると、出生当日に糖水を与えること

を基本としていた病院が、必要に応じて糖

水を与えるように方針を変更したのでは

ないかと推定された。 

一方で、各日齢における混合栄養になる

児の体重減少率の平均は 2000 年と 2010

年で大きな差が無かった。2つの年代を比

較した図で完全母乳栄養の割合の減少率

に大きな差が見られないことや各日齢に

おける混合栄養に栄養法を変更した児の

体重減少率の平均が 2 つの年代で差が無

かったことからは、日齢 1 以降に糖水や

人工乳を与える基準は 2000 年～2010 年

の間で大きな変化がないことが示唆され

た。完全母乳栄養が推奨される中で、出生

当日の糖水投与については見直されたも

のの、その後に完全母乳栄養を継続する方

法については 10年間で大きな変化は無か

ったと考えられた。2010年時点において、

日本人新生児生理的体重減少曲線は存在

しなかったこともあり、病院においてどの

ような場合に糖水や人工乳を与えるかに

ついては各病院が過去の医学的な報告や

諸外国のガイドラインを参考に決定して

いたと想像される。 

 アメリカの経膣分娩での曲線(1)と今回

作成した曲線を比較すると、アメリカの方

の減量率が大きいことが判明した。ただし、

注意が必要なのは、アメリカの曲線は北カ

リフォルニアの 14個の母乳を推進してい

る病院の様々な人種を含む新生児が混合

栄養になるまでの完全母乳栄養であった

データを全て用いて作成しているのに対

し、本研究では日本全国様々な方針の 146

病院で退院時に完全母乳栄養であった健

常児のデータから作成しているというこ

とが挙げられる。アメリカの曲線作成のた

めに使用されたデータは、母乳栄養のみで

新生児を診療することに熟練した病院で、

可能な限り母乳栄養で診療した新生児の

体重減少率であるため、減少率が大きくな
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るのは当然である。一方で日本の全ての病

院が、アメリカの病院と同様の診療をして

いるわけではない。そのため、今回作成し

た新生児生理的体重減少率曲線は、より日

本の実情にあった新生児生理的体重減少

率曲線であると考えられた。 

 

Ｅ．結論 

本研究は、日本の病院における健常新生

児の出生から退院までの栄養法を明らか

にし、2000 年と 2010 年での日本の病院

における健常新生児の出生から退院まで

の栄養法の年代差の違いを示し、その大き

な要因は出生当日の糖水を与える割合の

違いであることを明らかにした。さらに、

これまで存在しなかった日本人新生児生

理的体重減少率曲線を作成した。 
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表 1：日齢 0での栄養方法 

 

 

 

表 2：各日齢での栄養方法 

 

*混合栄養の欄の体重減少率は、その日に混合栄養になった人の平均 

 

 

表 3：各日齢での栄養方法（経膣分娩、帝王切開別） 

 

*混合栄養の欄の体重減少率は、その日に混合栄養になった人の平均 
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表 4：退院時まで、完全母乳栄養になる因子についてのロジスティック回帰分析 

 

＊施設は退院時の完全母乳で退院した新生児の割合で、（1）0-10%（86施設）、（2）10-50%

（31施設）、（３）50-100%（28施設）の 3つに分類した 

 

表 5: 各日齢における栄養法 

 

 

表 6: 日齢 0の栄養法の 2000年と 2010年の比較 
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図 1: 2000年と 2010年の完全母乳栄養の割合の比較 

 

 

 

図 2：日本人新生児生理的体重減少率曲線 
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